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が、海面上昇や環境被害の深刻化に直面する島嶼国を中心に一・五度の主張がなされた 、全体として二度目標 堅持された。気温目標をめぐる議論は、気候変動政府間パネルが二〇一四年に発表した第五次評価報告書が根拠となっている。報告書では、今世紀末まに気温の上昇を二度未満 抑制できる可能性が最も高いシナリオは二〇五〇年の世界温室効果ガス排出量が二〇一〇年と比べて四〇～七〇％低く、二一〇〇年に排出がほぼゼロあるいは 酸化炭素回収・貯留技術で排出がマイナス
なる場合である。現在の国別自主的貢献では二度未満の目標さえ達成は望み薄であることから、各の行動をさらに野心的なも にする目的で一・五度の主張が文面上残ったと考えられる。　
一方で自主的貢献だけでは二度





量を増加させてきた新興国に対して、先進国、特にアメリカが実質的削減目標の設定と達成 強く求めるようになるなど、差異化 めぐる論争は先進国、途上国、新興国各々の間に存在しており 問題の核心はそのバランスにある。気候変動問題における対処責任は、従来の「先進国対途上国」という「南北対立」の構造を越え、三者間の政治交渉課題になったと理解すべきである。　
ただし、合意文書において差異
が強調されたわけではない。先進国・途上国とは別に、合意案におけるその他の締約国 存在が興味深いことについては前にも述べた。これまでにある対処責任による区別ではなく、 「行動する能力」 （
in 
a position to do so ）や「行動す
る意志」 （
w




の行動に対するレビューの問題である。透明性に関 る議論では、国別自主的貢献の実施状況や支援の提供と受け入れなどをめぐって先進国と途上国が顕著に対立した。特に、途上 は先進国が削減目標を確実に実行し約束どおり技術支援や資金を拠出したか否かなどを追及する姿勢を一貫 て崩さず、一方先進国は、途上国に対しても実施状況やこれまで 受け入れた支援に関する報告など 要求 。さらに各国とも透明性に関する枠組みの設立 際して自 の自主的貢献が国際的にレビューさ ることに敏感かつ慎重な姿勢をみせていた。　
最終合意案では、 「締約国の異
















びるなか採択されたが、様々な課題における各締約国の行動を定めたというよりも、各国がこれから行動するための法的根拠が作成されたにすぎない。たとえば透明性に関する枠組み 関しては 行動と支援の透明性に関する共通の様式、手続きおよびガイドラインをこれから議論し、協定の正式発効にともない二〇二〇年頃に採択しなければならないとされ 。そこで資金の拠出と受け入れを計算・報告する方法論、グローバル・ストックテイク 実施要領 ど数多くの項目において細則を今後作成する必要がある。これらの には単にテクニカルなものもあればそうではない複雑な課題もあり、何らかの対立も予想され パリ協定の合意が気候変動への長期的対処のためのスタート地点とには、まだ歩まなければならない道程が残っている。（チェン
　
ファンティン／アジア
経済研究所
  法・制度研究グルー
プ）
最終日の本会議が開かれる前に握手を交わしたケリー・アメリカ国務長官（右
から２人目）および解振華中国国家発展改革委員会副主任（右）（2015年12月
12日：筆者撮影）
